
● 国際労働組合総連合アジア太平洋地域組

織(ＩＴＵＣ-ＡＰ（ITUC‐Asian and 

Pacific)）は、2007年９月に国際自由労連

アジア太平洋地域組織（ICFTU-APRO)と国

際労連アジア民主労働組合連合(BATU)が

解散・統合し結成された組織。労働者の権

利と組織化、ディーセントワークと社会保

障、平和･軍縮･国家開発、労働組合の開発

協力を主要課題・活動方針に掲げ、連合は

もとより29カ国48組織・1,680万人が加

盟する。４年に１回の大会、年１回の執行

委員会や運営委員会がおこなわれている。 
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人間が原子力を完全に管理することはできない   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２回ＩＴＵＣ‐ＡＰ地域大会 

国際労働組合総連合アジア太平洋地域組織(ＩＴＵＣ－ＡＰ)第２回地域大会が５月11～13日、シンガポール

で開催され、福島原子力発電所事故を受けた２つの決議が採択されました。連合からは古賀会長ら16人が出席。

東日本大震災後の各国労働組合からお見舞いや義援金にお礼を述べ、直近の被災状況などが報告されました。 

連合の第８回国際委員会での報告によると、大会では「Unity‐the Way Forward(団結‐進むべき道)」と題

した「2011～2015年ＩＴＵＣ-ＡＰアクション・プログラム(運動方針)」を素材に議論がおこなわれ、原子力エ

ネルギーについて深刻な懸念が表明されました。その上で最終日に採択された第11号決議では「持続可能な発

展に向けた気候変動への取り組み」と題し、｢原子炉の安全性があらゆる角度から証明されない限り、核エネル

ギーを段階的に廃止するよう政府に働きかけること｣と盛り込まれました。また、第 15 号決議では「国家発展

のための平和と軍縮」と題し、「人間が原子力を完全に管理することはできないことが明らかになった。核エ

ネルギーがすでに利用されている以上、そうしたエネルギーの利用を段階的に廃止するには移行期間を設ける

べき」などと記載されています。 

連合は原子力政策における方針を「凍結」していますが、今回の国際会議での決議の意義は大きく、10 月に

おこなわれる連合大会での議論は避けられません。 

原子力政策の未来をどう描くのか、さらに議論を深めていきましょう。 


